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継続

原議保存期間 ５年（平成 年３月 日まで）36 31

一種（平成 年３月 日まで）有効期間 36 31

各管区警察局広域調整部長 警 察 庁 丁 生 企 発 第 号1 4 5
警 視 庁 生 活 安 全 部 長 殿 平 成 年 ３ 月 日3 1 1 2
各道府県警察（方面）本部長 警察庁生活安全局生活安全企画課長

現任指導教育責任者講習の運用について（通達）

警備業法（昭和４７年法律第１１７号。以下「法」という ）第 条第８項の規定。 22
による講習（以下「現任指導教育責任者講習」という ）については、法及び警備員。

指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則（昭和５８年国家

公安委員会規則第２号。以下「講習規則」という ）によるほか、下記の事項に留意。

の上、円滑かつ効果的な実施に努められたい。

なお 「現任指導教育責任者講習の運用について（通達 （平成１８年１月２３日、 ）」

付け警察庁丁生企発第２２号）は、廃止する。

記

１ 実施の頻度

現任指導教育責任者講習は、各営業所において３年ごとに行うものとされている

が、その期間の起算点は、当該営業所において警備業務の区分（法第２条第１項各

号の警備業務の区分をいう。以下同じ ）ごとに選任された個々の警備員指導教育。

責任者（以下「指導教育責任者」という ）の受講時ではなく、当該営業所が前回。

の受講者を出した時点とする。したがって、指導教育責任者の選任替えがあった場

合でも受講の頻度は変わらない。

２ 受講対象者

現任指導教育責任者講習の受講対象者は、警備業者の営業所において現に指導教

育責任者として警備業務の区分ごとに選任されている者とする。

この場合において、当該営業所で警備業務の区分が複数であり、１人の指導教育

責任者がこれを兼任しているときは、警備業務の区分ごとに行われる講習をそれぞ

れ受講することになる。

一方、２か所の営業所の指導教育責任者を兼任する者については、営業所が２か

所であることをもって、３年の間に、兼任する同一の警備業務の区分の講習を２回

受講することを要しないこととする。

３ 受講手続

(1) 通知等
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都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という ）は、現任指導教育責任者。

講習を実施するときは、警備業者に対して講習規則第１０条の現任指導教育責任

者講習通知書（以下「通知書」という ）を配達証明等通知書が警備業者に受領。

されたことを確認できる方法により３０日前までに通知するものとする。この場

合において、受講させる義務は警備業者に課せられることから、当該警備業者を

通知の名宛人とするとともに、具体的な受講者は営業所の指導教育責任者である

ことから、通知書の送付先は、本社でなく、当該指導教育責任者が選任された営

業所とすること。

(2) 受講できない場合の措置

( )により通知を受けた警備業者は、当該通知に係る指導教育責任者に当該現1
任指導教育責任者講習を受けさせなければならないが、警備業者がやむを得ない

理由により当該指導教育責任者に当該現任指導教育責任者講習を受けさせること

ができないと講習の実施前に申し立て、又は受けさせることができなかったと講

習の実施後に申し立てた場合には、警備業者に対しやむを得ない理由を疎明する

、 、書面の提出を求めることとし やむを得ない理由があると認められる場合に限り

改めて別の日時又は場所において実施する現任指導教育責任者講習に係る通知書

により通知すること。この場合の「やむを得ない理由」とは、急病、交通事故、

災害による交通の途絶、法令の規定により身体の自由を拘束されていること、社

会の慣習上やむを得ない緊急の用務が生じていることその他の指導教育責任者が

通知に係る現任指導教育責任者講習を受講できない合理的理由をいう。

(3) 受講確認の方法等

受講日には、通知書及び警備員指導教育責任者証（以下「指導教育責任者資格

者証」という ）のほかに運転免許証等の身分確認ができる物を持参させ、受付。

時等において受講対象者であることを確認すること。

(4) 受講証明

受講後、持参した通知書の適宜の場所に「平成○○年○○月○○日受講○○公

安委員会」等を記載すること。

４ 講習内容及び講師

(1) 講習内容

警備業務の区分ごとの現任指導教育責任者講習の講習の内容は、別表１から別

表４のとおりとする。

(2) 講師

、 。現任指導教育責任者講習の講師は 次のいずれかに該当する者を選任すること

ア 警察庁が行う警備業担当者養成専科を修了した警察職員

イ 警察庁が行う警備業関係法令研修を修了した警察職員（( )の別表に掲げる1
講習事項のうち「警備業法その他警備業務の実施の適正を確保するため必要な

最新の法令に関すること 」及び同講習細目のうち「護身用具（警戒棒、警戒。
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杖等）の活用方法等」に限る ）。

ウ 平成１９年７月１０日付け警察庁丁生企発第１８４号「警察庁が行う警備業

担当者養成専科を修了した警察職員と同等以上の知識及び能力を有すると認め

られる警察職員等について」の２に定める警察職員

エ 大学において行政法学を担当する教授若しくは准教授の職にあり、又はこれ

らの職にあった者（( )の別表に掲げる講習事項のうち「警備業法その他警備1
業務の実施の適正を確保するため必要な最新の法令に関すること 」に限る ）。 。

オ 指導教育責任者資格者証の交付を受けており、当該交付を受けた後、警備員

の指導及び教育に関する業務に通算して３年以上従事した経験を有する者であ

って、最近３年間に平成 年３月 日付け警察庁丁生企発第 号「警備員31 12 144
指導教育責任者講習及び機械警備業務管理者講習の運用について（通達 」の）

５に定める講師講習会の課程を修了したもの（実施する現任指導教育責任者講

習に係る警備業務の区分に係る指導教育責任者資格者証の交付を受けている者

であって、当該警備業務の区分に係る講師講習会の課程を修了したものに限

る ）。

カ 警察における護身術の指導経験を１年以上有する者（( )の別表に掲げる講1
習細目のうち「護身用具（警戒棒、警戒杖等）の活用方法等」に限る ）。

５ 講習計画

公安委員会は、あらかじめ現任指導教育責任者講習の実施の時期（予備日を含

む 、回数及び場所、カリキュラム（教本、視聴覚教材、護身用具その他資機材。）

等必要な教材の選定を含む 、講師の選考、学級編成等が記載された講習計画を。）

作成し、これに基づき現任指導教育責任者講習を実施するものとする。

６ 講習の実施の委託

現任指導教育責任者講習の実施を委託する場合は、次の事項について留意するこ

と。

(1) 委託に係る事務

講習の実施の要否、時期及び回数は、公安委員会が決定すること。

(2) 委託先の要件

講習の実施に関する事務を委託する場合は、次のすべての要件を満たす法人そ

の他の団体に委託すること。

ア その役員のうちに法第３条第１号から第７号までのいずれかに該当する者が

いないこと。

イ 役員の構成が委託に係る事務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないもの

であること。

ウ 委託に係る事務を適正かつ確実に実施するために必要な事務的能力並びに十

分な経理的基礎及び社会的信用を有するものであること。

(3) 留意事項
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ア 講習は、通達等の改廃状況、最近の犯罪情勢、最近の不適切事例等の公安委

員会でなければ把握できない事項を講習することから、委託に際しては、資料

の提供、警察職員による講習の実施等講習の実効が確保されるよう配意するこ

と。

イ 講習のカリキュラムの作成を委託する場合には、４(1)の講習内容に従った

適切なものとなるよう指導すること。

ウ 講師の選考を委託する場合には、４(2)の基準を満たすように指導するとと

もに、当分の間、選考に際しては事前に警察本部の承認を得させること。

エ 講習の通知に関する事務を委託する場合には、委託先の名義ではなく、公安

委員会の名義で通知を行うこと。

オ 受講証明に関する事務を委託する場合には、委託先の名義ではなく、公安委

員会の名義で３(4)の例により受講証明を行うこと。

カ 講習の受託に関して知り得た秘密の保持及び受託事務に係る個人情報の適正

な管理については、委託契約に必要な条項を盛り込むとともに、十分に指導監

督を行うこと。

７ 講習に関する報告事項

現任指導教育責任者講習の実施状況については、別記様式に従い、当該現任指導

教育責任者講習が終了した日から２週間以内に警察庁生活安全企画課長あてに報告

すること。

【継続処理状況】

初回発出日：平成 年７月 日19 10
（ ）有効期間：平成 年 月 日31 3 31



別表１

１号警備業務に係る講習内容

講習事項 講習細目 講習方法 講習時間

・ 警備業法 航空法等の１号警備業務に係る法令 講義 １時限警備業法その他警備業務 、 、

通達等の改廃状況、国際的な要請及び取決めの動の実施の適正を確保する

向等ため必要な最新の法令に

関すること。

事件、事故等の発生状況 ・ 最近における住宅対象侵入犯罪の発生状況及び 講義 １時限

その他最新の治安情勢に 手口に関する情報

、 （ 、 、関すること。 ・ 最近における事業所 店舗 金融機関 郵便局

サラ金、深夜スーパーマーケット、ぱちんこ景品

買取所等）等に係る犯罪の発生状況及び手口に関

する情報

・ ハイジャック、原子力関連施設に対する攻撃等

のテロの危険性及び手口に関する情報

・ 最近の事業所等に係る犯罪の発生状況等を踏ま

えた被害防止要領、施設管理者側の防犯基準及び

防犯対策

警備業務を実施するため ・ 最近の事業所等に係る犯罪の発生状況等を踏ま 講義 ２時限

に使用する最新の各種資 えた１号警備業務に用いられる資機材（金属探知

機材の機能、使用方法及 機、エックス線検査装置等）の構造や運用方法等 実技訓練

び管理方法に関するこ に関する最新知識

と。 ・ 護身用具（警戒棒、警戒杖等）の活用方法等

警備業務に係る事故の事 ・ 最近の不適切な１号警備業務の事例分析と実践 討論 １時限

例を踏まえた事故の防止 的な指導教育上の問題点の討議

に関すること。

※「１号警備業務」とは、法第２条第１項第１号に規定する警備業務をいう。

※この表において「１時限」とは、５０分とする。



別表２

２号警備業務に係る講習内容

講習事項 講習細目 講習方法 講習時間

・ 警備業法、道路交通法等の２号警備業務に係る 講義 １時限警備業法その他警備業務

法令、通達等の改廃状況の実施の適正を確保する

ため必要な最新の法令に

関すること。

事件、事故等の発生状況 ・ 最近の交通事故の発生状況及び原因 講義 １時限

その他最新の治安情勢に ・ 最近の雑踏事故の発生状況及び原因

関すること。 ・ 最近の交通事故発生状況及び原因を踏まえた交

通事故防止要領

・ 最新の雑踏事故発生状況及び原因、群集心理を

踏まえた雑踏警備に係る事故防止要領等

警備業務を実施するため ・ 最近の交通事故及び雑踏事故発生の状況を踏ま 講義 ２時限

に使用する最新の各種資 えた２号警備業務に用いられる資機材（誘導灯、

機材の機能、使用方法及 保安柵等）の運用方法等に関する知識 実技訓練

び管理方法に関するこ ・ 護身用具（警戒棒、警戒杖等）の活用方法等

と。

警備業務に係る事故の事 ・ 最近の不適切な２号警備業務の事例分析と実践 討論 １時限

例を踏まえた事故の防止 的な指導教育上の問題点の討議

に関すること。

※「２号警備業務」とは、法第２条第１項第２号に規定する警備業務をいう。

※この表において「１時限」とは、５０分とする。



別表３

３号警備業務に係る講習内容

講習事項 講習細目 講習方法 講習時間

・ 警備業法、道路交通法、核原料物質、核燃料物 講義 １時限警備業法その他警備業務

質及び原子炉の規制に関する法律等の３号警備業の実施の適正を確保する

務に係る法令、通達等の改廃状況、国際的な要請ため必要な最新の法令に

及び取決めの動向等関すること。

事件、事故等の発生状況 ・ 現金輸送車襲撃事件等の発生状況及び手口に関 講義 １時限

その他最新の治安情勢に する情報

関すること。 ・ 核燃料物質等を対象とするテロの危険性及び手

口に関する情報

・ 最近の現金輸送車襲撃事件の発生状況等を踏ま

えた被害防止要領

・ 貴重品運搬警備の依頼者側の防犯対策及び防犯

基準

警備業務を実施するため ・ 最近の現金輸送車襲撃事件の発生状況等を踏ま 講義 ２時限

に使用する最新の各種資 えた３号警備業務に用いられる資機材（防弾装甲

機材の機能、使用方法及 現金輸送車等）の構造、その運用方法等に関する 実技訓練

び管理方法に関するこ 知識

と。 ・ 護身用具（警戒棒、警戒杖等）の活用方法等

警備業務に係る事故の事 ・ 最近の不適切な３号警備業務の事例分析と実践 討論 １時限

例を踏まえた事故の防止 的な指導教育上の問題点の討議

に関すること。

※「３号警備業務」とは、法第２条第１項第３号に規定する警備業務をいう。

※この表において「１時限」とは、５０分とする。



別表４

４号警備業務に係る講習内容

講習事項 講習細目 講習方法 講習時間

・ 警備業法、ストーカー行為等の規制等に関する 講義 １時限警備業法その他警備業務

法律等の４号警備業務に係る法令、通達等の改廃の実施の適正を確保する

状況ため必要な最新の法令に

関すること。

事件、事故等の発生状況 ・ 個人を対象とする襲撃事件、つきまとい事件等 講義 １時限

その他最新の治安情勢に の発生状況及び手口に関する情報

関すること。 ・ 最近の個人を対象とする襲撃事件、つきまとい

事件等を踏まえた被害防止要領

・ プライバシー及び個人情報の保護に関する留意

事項等

警備業務を実施するため ・ 最近の個人を対象とする襲撃事件、つきまとい 講義 ２時限

に使用する最新の各種資 事件等を踏まえた４号警備業務に用いられる資機

機材の機能、使用方法及 材（緊急通報サービス機器等）の構造及びその運 実技訓練

び管理方法に関するこ 用方法等に関する知識

と。 ・ 護身用具（警戒棒、警戒杖等）の活用方法等

警備業務に係る事故の事 ・ 最近の不適切な４号警備業務の事例分析と実践 討論 １時限

例を踏まえた事故の防止 的な指導教育上の問題点の討議

に関すること。

※「４号警備業務」とは、法第２条第１項第４号に規定する警備業務をいう。

※この表において「１時限」とは、５０分とする。



別記様式

現任責任者講習実施報告書

警 備 業 務 の 区 分

実 施 公 安 委 員 会 公安委員会

講 習 の 実 施 の 委 託 の 状 況

講 習 の 実 施 時 期 月 日 ～ 月 日

講 習 の 通 知 者 数 人

受 講 者 数 人

（記載上の注意）

１ 「警備業務の区分」欄には、警備業法第２条第１項各号に規定されている業務につ

いて 「１号 「２号 「３号 「４号」の略称を使用して記載すること。、 」、 」、 」、

２ 「講習の実施の委託の状況」には、委託を行っているときは委託先を、委託を行っ

ていないときはその旨を記載すること。


